
　６月２１日（木）　予算特別委員会　　自民党　井上委員
問１　台湾との交流と観光振興について

（１）来年の「日台観光サミット」を契機に、本県の魅力のＰＲと誘客促進を図り、台湾との交流がより一層拡大していくことを期待するが、今後の台湾との交流発展にどのように取り組むのか、所見を問う。

台湾の学生は日本の風景や文化、精神面への興味が強く、体験型の旅行を好むとのことであり、自然や気候、食べ物にも恵まれ、文化度も高い本県は、台湾の方々にとって有力な旅行先と考える。

（知　事）観光・交通・地域振興局

（２）本県と台湾との双方向の修学旅行の近年の推移はどうであり、修学旅行の更なる拡大に向けてどのように取り組んでいくのか、問う。

　台湾は修学旅行先として、安全面でも金額面でも適切で、かつ、現地の学生との交流プログラムが設定されているものも多く、行程は有意義であると聞いており、他方、台湾からの教育旅行の受入れの拡大にも期待したい。
（教育長）総合政策局協議　アウトバウンド
（観光・交通・地域振興局長）インバウンド
（３）増加する外国人観光客に対し、観光地や宿泊施設におけるハード・ソフト両面からの受入環境の充実への支援にどう取り組んでいくのか、問う。

外国人観光客が本県での滞在に満足され、再訪や口コミによる魅力の拡散につなげるためには、言葉の壁や情報収集の不自由さを感じさせない配慮が大事である。

（観光・交通・地域振興局長）
（４）通訳の人材育成について

ア　県内の全国通訳案内士の言語別登録者数はどうであり、全国通訳案内士と地域通訳案内士との違いは何か、問う。

県は今年度、とやま観光未来創造塾において、地域通訳案内士資格が得られる研修コースを新たに開始すると聞いている。

（観光・交通・地域振興局長）

イ　県の地域通訳案内士育成等計画によると、言語は英語のみになっているが、台湾語、中国語など本県への外国人旅行者の傾向に応じた通訳をこれまで以上に育成すべきと考えるがどうか、問う。

全国ではその地域の特徴を踏まえ、マレー語やヒンディー語などに対応する動きもあると聞いている。

（観光・交通・地域振興局長）
（５）今年は、「ねんりんピック富山2018」や「全国消防操法大会」など、県外から多くの人に来てもらえると期待できるところ、それらの方々にいかに県内各地を周遊してもらうかが大事であるが、県内周遊型観光の推進に向けた現在の取組状況はどうであり、今後どのように取り組むのか、問う。

（観光・交通・地域振興局長）

（６）2022年度の北陸新幹線の敦賀延伸を見据え、北陸地域の広域連携観光のＤＭＯを立ち上げ、北陸新幹線建設促進同盟会の会長県でもある本県がイニシアチブをとり、北陸が一体となって観光客誘致に取り組むべきと考えるがどうか、所見を問う。

　自由民主党富山県連青年局が主催する今年の「公募提案型の政策コンテスト」で優秀賞に輝いた、高校生の提案「観光で富山の未来を変える～北陸広域周遊観光とＤＭＯ～」は、上述のような北陸３県連携による観光誘客の必要性を主張しており、傾聴に値する。
（知　事）観光・交通・地域振興局

（７）富山－高山間の観光列車の誘致や高山市内での本県のＰＲについて、所見を問う。

　高山本線強化促進同盟会は毎年、ＪＲ西日本やＪＲ東海へ要望しているが、岐阜県がＪＲ東海へ観光列車の導入を要望しているのと同様にＪＲ西日本へも要望すべきであり、また、高山市内での本県のＰＲが弱いと感じており、改善すべきと考える。
（観光・交通・地域振興局長）

問２　食品ロス削減対策等について

（１）県内の１日当たりの食品ロス発生量や食品ロスの実態・特徴をどのように把握しているのか、問う。

　県では、平成28年度から平成29年度にかけて、食品ロスの実態を調査したと聞いている。

（生活環境文化部長）家庭系

（農林水産部長）事業系
（２）県では、今年度、食品流通での納品や販売の期限に関する、いわゆる３分の１ルールの商慣習の見直しに向けて実証実験に取り組むと聞いているが、具体的にどのように取り組むのか、問う。

（農林水産部長）

（３）「食べきり3015運動」「使いきり3015運動」などを県民総参加の運動として根付かせていくために、食品ロス・食品廃棄物削減推進県民会議を中心に、関係者が一丸となって取り組むことが大事であるが、食品ロス削減の推進に今後どのように取り組んでいくのか、所見を問う。

　今秋の３Ｒ推進全国大会で全国に発信するためにも、県民１人１人が問題意識を持ち、行動することが重要と考える。
（知　事）農林水産部まとめ　生活環境文化部

（４）通常の販売が困難な食品・食材を引き取り、生活困窮者等へ無償提供するフードバンク等の活動がますます注目されると考えるが、本県におけるフードバンク等の活動状況はどうであり、県としてどのように評価しているのか、問う。

（厚生部長）

（５）県におけるこども食堂の現状や役割、位置付けはどうであり、生活困窮者対策として有効と考えるフードバンク等やこども食堂に対し、今後、県としてどのように支援していくのか、問う。

（厚生部長）

